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衆議院財務金融委員会ニュース

H24.3.8 第 180 回国会第７号

3月 8日（木）、第７回の委員会が開かれました。

１ ①特別会計に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第３号）

②租税特別措置法等の一部を改正する法律案（内閣提出第８号）

・野田内閣総理大臣、安住財務大臣、自見国務大臣（金融担当）、五十嵐財務副大臣、牧野経済産業副大臣、藤田厚

生労働大臣政務官並びに参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。

（参考人）日本銀行総裁 白 川 方 明君

・両案に対し、佐々木憲昭君（共産）が討論を行いました。

・①について採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

（賛成―民主、自民、公明、きづな、国民 反対－共産）

・②について採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

（賛成―民主、自民、公明、きづな、国民 反対－共産）

・②に対し岸本周平君外２名（民主、自民、公明）から提出された附帯決議案について、岸本周平君（民主）から趣

旨説明を聴取しました。

・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産、きづな、国民）

（質疑者及び主な質疑内容）

岡 田 康 裕君（民主）

・昨年の税制改正法案の修正により削除された給与所得控除

の見直しについて、今回の租税特別措置法等改正案におい

ては法人役員等に係る給与所得控除の見直しが見送られた

がその経緯について伺いたい。

・諸外国における給付付き税額控除制度に関する就労促進面

についての政府の認識を伺いたい。

・「租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律」に基

づいて作成される実態調査の結果に関する報告書の国会提

出はいつなされ、どのような体制で検証を進めていくべき

か。

西 村 康 稔君（自民）

・研究開発税制の恩恵はその多くを中小企業が受けているが、

今回の租税特別措置法等改正案により中小企業の負担が増

え研究開発へ悪影響が出るのではないか。

・ＡＩＪ投資顧問会社の企業年金資産消失事件において、監

査の重要性等も指摘されるが、行き過ぎた規制にならない

ようにすべきであると考えるが政府の見解を伺いたい。

・原子力発電所が再稼働されない場合に年間の燃料費はどの

くらい増えるのか。

竹 内 譲君（公明）

・欧州債務危機において我が国がなすべきことは何か、安住

財務大臣の見解を伺いたい。

・安住財務大臣は消費税引上げの理由について、これまでど

のような説明をしてきたのか。

佐々木 憲 昭君（共産）

・昨年、年間約8,000億円の法人税減税を実施する法案が成

立する一方で、復興財源確保のために復興特別法人税を創

設する法案も成立したが、その増税分は復興特会の歳入と

なるため、減税分の財源はどのように確保するのか。

・法人税減税分の財源は消費税の増税分で穴埋めすることに

なるのではないか。

豊 田 潤多郎君（きづな）

・過去に発行されている交付国債に関し、それぞれ発行時期、

発行額、発行目的、現金化の請求時期、請求額及び財源に

ついて伺いたい。

（ここから内閣総理大臣出席）

岡 田 康 裕君（民主）

・特例公債法案の採決が平成24年度予算と切り離される状況

の中で、国の統治機構の在り方及びねじれ国会の現状につ

いて野田内閣総理大臣の見解を伺いたい。

・平成23年度は、４次にわたり計20.５兆円の補正予算を組
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んだが、そのうちで被災地に特化した予算額及びそれ以外

の経済対策や公共事業などの予算額を伺いたい。

・民主党政権になってから、自公政権時よりも赤字国債が増

え公債費が増額したと言われているが、その要因は、租税

収入等の減少、国債費の増加や社会保障関係費の毎年１兆

円の増加等であるということを十分に説明すべきと考える

が野田内閣総理大臣の見解を伺いたい。

西 村 康 稔君（自民）

・野田内閣総理大臣は、財務大臣当時、昨年の当委員会で、

歳入を裏付ける予算関連法案と予算を一体で成立させるこ

との重要性を答弁していたが、今回、どのような決意をも

って特例公債法案の採決を見送ることとしたのか伺いたい。

・オバマ大統領は、先月、連邦法人税率を引き下げ、研究開

発税制の控除率を引き上げる提案をしたが、我が国も産業

空洞化防止の視点から、さらに法人税率を引下げ、研究開

発税制を拡充すべきだと考えるが、野田内閣総理大臣に見

解を伺いたい。

・先月、日銀の政策委員会・金融政策決定会合において決定

された金融緩和の強化策により、若干の円高の是正と株価

の上昇があったが、引き続き市場に対して、デフレ脱却に

向けた強い姿勢を示していくことが必要であると考えるが、

白川日銀総裁の決意を伺いたい。

竹 内 譲君（公明）

・消費税増税関連法案を今月中に提出するのか野田内閣総理

大臣に伺いたい。

・特例公債法案と消費税増税関連法案とは、現政権内におい

てどちらの優先度が高いのか伺いたい。

・消費税率を引き上げないかわりに社会保障を含めた歳出の

削減を行った小泉構造改革の評価について、野田内閣総理

大臣に伺いたい。

佐々木 憲 昭君（共産）

・閣議決定は全会一致が原則であるのか。また、閣議決定に

反対する閣僚がいる場合の取扱いについて野田内閣総理大

臣に伺いたい。

・国民新党は、消費税増税に反対していると考えられるが、

今後、消費税増税法案の閣議決定に署名しなかった場合、

国民新党との連立を解消するのか野田内閣総理大臣に伺い

たい。

豊 田 潤多郎君（きづな）

・統治機構・組織の見直しを含む無駄の排除、予算の効率化

などの歳出の削減を実行してから、消費税の増税を行うべ

きだと考えるが安住財務大臣の見解を伺いたい。

・年金交付国債の発行には正当な理由が必要であり、財源が

不足しているならば、まずは歳出の削減を行った上で消費

税の増税をするべきではないか。

２ 参考人出頭要求に関する件

・金融に関する件について、参考人から意見を聴取することに協議決定しました。


